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Ⅳ 特別調査                         
 
【調査項目】 

  今回は、経年項目である「雇用者数の過不足感」とともに、前回調査に引き続き、「新型

コロナウイルス感染症の影響」及び「DX への取組状況」について調査した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査結果概要】 
１ 雇用者数の過不足感について  

○ 雇用者数の過不足感は、「適正」の回答割合が６６.７％と最も高かった。 

  また、２年ぶりに「不足」（２３.３％）が「過剰」(１０.０％)を上回った。 

 

 ○ 「適正」の回答割合について、正規社員（７０.０％）が非正規社員（７６.１％） 

   を下回ったのに対し、「不足」は正規社員（２１.２％）が非正規社員（１６.２％） 

   を上回った。 

 

 ○ 今後の雇用者数の見込みは、「ほぼ増減なし」の回答割合が７５.７％で最も高か 

   った。「増加見込み」は１４.７％、「減少見込み」は９.６％であった。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

○ 新型コロナウイルスの経営の影響について、「マイナスの影響が続いている」の回答

割合が５６.６％で、前回調査の６７.１％から１０.５ポイント減少した。 
  
○ 「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」の回答割合は１１.１％であった。 

 

○ 「マイナスの影響が続いている」と回答した業種（上位３業種） 

     【製造業】               【非製造業】 

 「繊維工業」（８０.０％）          「飲食店」（７６.５％） 

 「印刷業」（７９.６％）           「卸売・小売業」（６３.３％） 

 「家具・装備品」                    「サービス業」（５８.９％） 

 「パルプ・紙・紙加工品」 

 

○ 県に期待する支援は、「制度融資の拡充」（３５.４％）、「休業、営業時間短縮等へ 

  の支援」(２６.３％）、「雇用調整に関する支援」（２３.４％）の順に多かった。 

 
３ DX への取組状況について 

 ○ DX への取組状況は、「取り組んでいる」が１２.４％で、前回調査の１１.３％より 

   １.１ポイント増加した。 

 

○ DX に取り組んでいる項目は、「ホームページ・SNS などの情報発信」（７５.６％）、 

  「テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化」（５９.４％）、「キャッシュレス 

  決済による支払サービス向上」（４４.４％）の順に多かった。 
 
 

 ○ DX に取り組む上での課題は、「何をどう進めていいか分からない」（３７.６％）、 

  「DX を担う人材がいない」（３５.６％）、「資金の余裕がない」（３０.６％）の順 

  に多かった。 

 

○ DX に取り組む上で期待する支 援は、「資金繰り・助成」（２９.３％）、「先進事例の紹

介」（２３.３％）、「相談窓口の充実」（２０.７％）の順に多かった。 

（６６.７％） 
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 特別調査事項   

１ 雇用者数の過不足感について 

 

（１）現在の雇用者数の過不足感（回答数：１，５１５社・単一回答） 

 【全体】 

  ○ 雇用者数の過不足感は、「適正」の回答割合が６６.７％と最も高かった。また、 

   ２年ぶりに「不足」（２３.３％）が「過剰」（１０.０％）を上回った。 

 

  ○ 昨年の調査と比べると、「不足」は、１４.５％から２３.３％と８.８ポイント 

   増加した。「適正」は３.２ポイント減少、「過剰」は５.６ポイント減少した。 

 

 

 

 

  ○ 令和２年度調査では、新型コロナウイルス感染症に起因する経済活動の停滞によ 

   り、不足感が大きく減少したが、今回調査では増加が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度６月時点の調査結果（H26 は９月時点） 

 

現在の雇用者数の過不足感/全体(単一回答) 

リーマンショック（9 月） 第 2 次安倍内閣発足(12月) 新型コロナウイルス 

雇用者数の不足感推移/全体 
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 【製造業・非製造業】  

 ○ 製造業、非製造業ともに「過剰」、「適正」が減少し、「不足」が増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 過剰感が高い業種をみると、製造業では、「食料品製造」（２１.７％・前年比  

  ▲１.０ポイント）、「印刷業」（１９.６％・前年比＋２.３ポイント）、「繊維工業」 

  （１８.９％・前年比▲０.１ポイント）の順となった。 

 

 ○ 不足感が高い業種をみると、製造業では、「鉄鋼業」（３３.３％・前年比 

  ＋２０.８ポイント）、「金属製品」（２７.６％・前年比＋１２.５ポイント）、「輸 

  送用機械器具」（２６.５％・前年比＋１９.５ポイント）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用者数の過不足感/製造業（単一回答） 

雇用者数の過不足感/非製造業（単一回答） 

雇用者数の過不足感/製造業/業種詳細（単一回答） 
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 ○ 非製造業では、「過剰」が増加したのは「情報サービス業」（１１.３％・前年比 

  ＋４.３ポイント）のみで、その他の業種では減少した。 

 

 ○ 前年調査で過剰感の高かった「飲食店」の「過剰」の回答割合は１６.３％で、前年 

  比▲１９.３ポイントと、過剰感は大きく減少した。 

 

 ○ 「不足」は全業種で増加し、回答割合が高い業種をみると、「運輸業」（５４.４％・ 

  前年比＋２１.１ポイント）、「建設業」（３２.４％・前年比＋８.７ポイント）、 

  「飲食店」（２４.５％・前年比＋２０.１ポイント）の順となった。 

 

 

 

【従業員規模別】 

  ○ 全体では「２１～５０人」規模で、「過剰」（１４.０％）及び「不足」（３５.４％） 

  と回答した割合が最も高かった。 

 

 ○ 前年調査と比較すると、製造業・非製造業ともに、全ての規模で「過剰」が減少す 

  るとともに、「不足」が増加した。「不足」の増加に関しては、「２１～５０人」規模の 

  製造業では３２.５％（前年比＋１８.３ポイント）、非製造業では３８.８％（前年比 

  ＋１５.８ポイント）の増加であった。 

 

  ○ 製造業・非製造業ともに、「１～５人」規模で、「過剰」及び「不足」の回答割合が 

  最も少なかった。 

 

  
現在の雇用者数の過不足感/規模別(単一回答) 

 

雇用者数の過不足感/非製造業/業種詳細(単一回答) 

0.0% 
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（２）正規社員・非正規社員の過不足感（回答数：正規社員１，４８８社、非正規社員 

  １，２８７社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

  ○ 正規社員では、製造業・非製造業ともに、「適正」の回答割合が約７０％であっ 

   た。「過剰」と「不足」の割合では、製造業が非製造業と比較して「過剰」の回答 

   割合が多く、「不足」の回答割合が少なかった。 

 

  ○ 非正規社員では、製造業・非製造業によらず、「適正」の回答割合が約７６％で 

   あり、「過剰」と「不足」の回答割合はいずれも正規社員と比較して少なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

正規社員の過不足感/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

非正規社員の過不足感/全体・製造業・非製造業（単一回答） 
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【業種別】 

  ○ 製造業では、「不足」の回答割合について、「家具・装備品」「化学工業」「プ 

   ラスチック製品」「鉄鋼業・非鉄金属」「金属製品」「電気機械器具」「輸送用機 

   械器具」「一般機械器具」で正規社員の方が高かった。 

 

  ○ 「不足」の回答割合に関する正規社員と非正規社員の差をみると、「一般機械器 

   具」（１４.３ポイント）、「鉄鋼業・非鉄金属」（１２.０ポイント）、「輸送用 

   機械器具」（９.３ポイント）の順に大きかった。 

 

  ○ 非製造業では、不足の回答割合について、「不動産業」「サービス業」で非正規 

   社員の方が高く、それ以外の業種では正規社員の方が高かった。 

 

  ○ 「不足」の回答割合に関する正規社員と非正規社員の差をみると、「運輸業」 

   （３６.９ポイント）、「情報サービス業」（１４.１ポイント）、「建設業」（１２.１ポ 

   イント）の順に大きく、特に「運輸業」では正規社員の「不足」が５３.６％と、他 

   業種と比較しても高かった。 

 

 

 

正規社員・非正規社員の過不足感/製造業/業種詳細（単一回答） 

 

正規社員・非正規社員の過不足感/非製造業/業種詳細（単一回答） 
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（３）今後の雇用者数の見込み（回答数：１，５１２社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

  ○ 全体では、「ほぼ増減なし」が７５.７％を占め、「増加見込み」（１４.７％） 

   は「減少見込み」（９.６％）を５.１ポイント上回った。 

 

  ○ 同様の調査を行った平成２８年６月調査と比較すると、「増加見込み」は３.６ポ 

   イント減少、「減少見込み」も２.７ポイント減少となり、平成２５年６月調査時の 

   回答割合とほぼ同様の水準となった。 

 

  ○ 製造業では、「減少見込み」の回答割合が平成２８年６月調査時から減少した一 

   方、「増加見込み」の回答割合が０.３ポイント増加した。 

 

  ○ 非製造業では、「減少見込み」の回答割合が平成２８年６月調査時から１.０ポイ 

   ント減少し、小幅な減少となったが、「増加見込み」は６.５ポイント減少と、減少 

   幅が大きかった。 

 

 

 

 

 

 

今後の雇用者数の見込み/全体（単一回答） 

 

今後の雇用者数の見込み/製造業（単一回答） 

今後の雇用者数の見込み/非製造業（単一回答） 
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【業種別】 

 ○ 雇用者数の増加を見込む業種は、「鉄鋼業・非鉄金属」（３２.８％）、「プラスチ 

  ック製品」（２５.４％）、「輸送用機械器具」（２４.０％）の順で高い割合となっ 

  ている。 

    

 ○ 減少を見込む業種は、「運輸業」（２０.７％）、「繊維工業」（１７.５％）、 

  「印刷業」（１７.４％）の順で高い割合となっている。 

 

  

 

（４）今後の従業員給与の見込み（回答数：１，５０８社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

  ○ 全体では、「ほぼ増減なし」が７４.１％を占め、「増加見込み」が１５.６％、 

   「減少見込み」が１０.３％であった。 

 

  ○ 製造業と非製造業を比較すると、「増加見込み」について、製造業（１９.６％） 

   が非製造業（１２.６％）を７.０ポイント上回った。 

  

  ○ 「減少見込み」については、非製造業（１１.２％）が製造業（９.１％）を 

   ２.１ポイント上回った。 

 

 

今後の雇用者数の見込み/業種別（単一回答） 

今後の従業員給与の見込み/全体・製造業・非製造業（単一回答） 
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【業種別】 

 ○ 従業員給与の増加を見込む業種は、「鉄鋼業・非鉄金属」（３２.８％）、「電気機 

  械器具」（２７.０％）、「プラスチック製品」（２５.９％）の順で高い割合であった。 

 

 ○ 減少を見込む業種は、「運輸業」（１７.５％）、「金属製品」及び「飲食店」 

  （１６.０％）、「繊維工業」（１５.４％）の順で高い割合であった。 

 

 ○ 今後の従業員給与の増加・減少見込みに関する業種別の回答割合は、今後の雇用者 

  数の増加・減少見込みに関する回答割合と類似した傾向が見られた。 

 

 ○ 今後の従業員給与について、「増加見込み」の回答割合が高い業種は、今後の雇用 

  者数についても、「増加見込み」と回答する割合が比較的高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の従業員給与の見込み/業種別（単一回答） 

再掲：今後の雇用者数の見込み/業種別（単一回答） 
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２ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

   

（１）感染症の経営への影響（回答数１，５６３社・単一回答） 

   ○ 感染症の経営への影響について聞いたところ、全体では「マイナスの影響が続いて      

   いる」（５６.６％）が最も多く、「今後マイナスの影響が出る見込み」（１２.１％）   

   と合わせると、６８.７％となった。 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 業種別にみると、「マイナスの影響が続いている」と回答した割合は、製造業では 

   ５８.６％、非製造業では５５.０％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【参考】過去調査との比較（※令和３年６月調査から回答項目を追加） 

   ○ 前回調査と比較すると、「マイナスの影響が続いている」が１０.５ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

経営への影響/全体（単一回答） 

経営への影響/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

経営への影響/全体/過去調査との比較（単一回答） 
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○ 経営への影響について、「マイナスの影響が続いている」と回答した企業の業種 

    をみると、製造業では、「繊維工業」（８０.０％）、「印刷業」（７９.６％）、「家具・ 

   装備品」及び「パルプ・紙・紙加工品」（６６.７％）で回答割合が高く、非製造業 

   では「飲食店」（７６.５％）、「卸売・小売業」（６３.３％）、「サービス業」（５８.９％） 

で回答割合が高かった。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  ○ 製造業では企業規模が大きくなるほど、「マイナスの影響が続いている」の回答割 

   合が減少し、「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」の回答割合が増加した。 

   

 

経営への影響/業種詳細（単一回答） 

経営への影響/規模別（単一回答） 

 

【
製
造
業
】 

 

【
非
製
造
業
】 
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（２）経営への影響の内容(見込み含む)（回答数：１，０２６社・複数回答）  

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」 

  と回答した１，０７３社のうち１，０２６社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ 

   ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、感染症の影響（見込み含む）の内容 

   について聞いたところ、全体では「受注・売上げの減少」（９２.２％）が最も多 

   く、次いで「営業自粛（時間短縮含む）」（２５.１％）、「イベント、商談会の中止・ 

   延期」（２２.８％）の順となった。 

     

  ○ 「営業自粛（時間短縮含む）」、「イベント、商談会の中止・延期」は製造業より非 

   製造業の方が、回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

影響の内容/全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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（３）今期４～６月期の売上げ減少見込み（前年同期比）(回答数：１，０１９社・単一回答) 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」 

  と回答した１，０７３社のうち１，０１９社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ 

   ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、今期（４～６月）の売上げは前年 

   同期と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたところ、全体では「１０～１９％減」   

   （１４.９％）の回答割合が最も多く、５０％以上売上げが減少する見込みと回答し 

   た企業は合計で２７.６％（前回調査比▲５.４ポイント）であった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  ○ 今期４～６月期の売上げが前年同期と比べて５０％以上減少する見込みと回答し 

   た業種をみると、製造業では「電気機械器具」（４５.９％）、「一般機械器具」 

   （３５.０%）、「食料品製造」(３１.６％)で回答割合が高く、非製造業では、「飲食 

   店」（４０.０％）、「建設業」（３９.３％）、「不動産業」（３４.５％）で回答割合が高 

   かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今期売上げの減少見込み/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

 
50%以上減少見込み 27.6％ 

今期売上げが５０％以上減少する見込み/業種別（単一回答） 
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（令和３年 4～6 月期） 

（４）来期７～９月期の資金繰りへの影響（回答数：９８８社・単一回答） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」  

  と回答した１，０７３社のうち９８８社の回答割合 

 

○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナス

の影響が出る見込み」と回答した企業に、現在の状況が続いた場合に来期（６～９月期）

の資金繰りへの影響について聞いたところ、全体では「影響がある」が５４.０％と最も

多く、「影響はない」は、２２.５％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】過去調査との比較 

 ○ ３月調査時と比較すると、「影響がある」と回答した割合は３.３ポイント減少した。 

  一方で、「分からない」の回答割合は５.３ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 資金繰りへの影響について、「影響がある」と回答した企業を規模別でみると、製造業

では「１～５人」（５４.９％）と「６～２０人」（５６.０％）の規模で回答割合が高か

ったのに対し、非製造業では「５１人以上」（６１.８％）の規模で回答割合が高かった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

 

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

資金繰りへの影響/全体 (単一回答) 
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（令和３年４～６月期） 

○  来期の資金繰りへの影響について、「影響がある」と回答した企業の業種をみると、   

  製造業では、「電気機械器具」（６１.８％）、「食料品製造」（６０.７％）、「輸送用機械 

  器具」（５９.３％）で回答割合が高く、非製造業では「飲食店」（８１.４％）、「運輸業」

（６０.０％）、「建設業」（５８.４％）で回答割合が高かった。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰りへの影響/業種詳細（単一回答） 

 

【
製
造
業
】 

 

【
非
製
造
業
】 
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（令和３年 4～6 月期） 

（５）感染症の影響に対して実施した又は実施予定の対応策（回答数：９０７社・複数回答） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」 

  と回答した１，０７３社のうち９０７社の回答割合 

 

   ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ 

   ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、感染症の影響に対して実施した又は 

   実施予定の対応策について聞いたところ、全体では「運転資金の借入れ」（４２.３％）  

   が最も多く、次いで「持続化給付金の活用」（２８.７％）、「雇用調整助成金の活用」 

   （２７.２％）の順となった。 

 

  ○ 業種別では、「雇用調整助成金の活用」の回答割合が、製造業（３８.７％）におい 

   て非製造業（１８.８％）よりも１９.９ポイント高かった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

実施した対応策/全体・製造業・非製造業（複数回答） 
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（令和３年４～６月期） 

（６）県に期待する支援（回答数：８７１社・複数回答） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」 

  と回答した１，０７３社のうち８７１社の回答割合 

 

   ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイ 

   ナスの影響が出る見込み」と回答した企業に、県に期待する支援にについて聞いた 

   ところ、全体では「制度融資の拡充」（３５.４％）が最も多く、次いで「休業、 

   営業時間短縮等への支援」（２６.３％）、「雇用調整に関する支援」（２３.４％）の 

   順となった。 

   

  ○ 「休業、営業時間短縮等への支援」や「感染予防対策への支援」については、非 

   製造業の回答割合が製造業の回答割合を上回ったが、「雇用調整に関する支援」や「販 

   路拡大、新商品開発支援」については、製造業の回答割合が非製造業の回答割合を 

   上回った。 

 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県に期待する支援/全体・製造業・非製造業（複数回答） 
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（令和３年 4～6 月期） 

３ DX*（デジタルトランスフォーメーション）への取組状況について 

  ＊ データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、 

   ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・  

   風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。 

 

  （１）DX への取組状況（回答数１，４８２社・単一回答） 

   ○ DX への取組状況について聞いたところ、全体では「取り組んでいる」は１２.４％、  

   「関心はあるが取組に至っていない」は２９.５％、「関心がない」は２５.１％、「分 

   からない」は３３.０％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
    

  ○ DX への取組状況について、前回の令和３年１～３月期調査と比較したところ、「取 

   り組んでいる」は１.１ポイントの増加がみられた一方、「関心がない」も２.６ポイン 

   トの増加がみられた。 

 

  ○ 「関心はあるが取組に至っていない」は３.４ポイント減少した。 

 
   
  

DX への取組状況/全体（単一回答） 

DX への取組状況/全体（単一回答） 
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（令和３年４～６月期） 

 ○ 業種別にみると、「取り組んでいる」と回答した割合は、製造業では１２.０％、 

   非製造業では１２.７％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ DX への取組状況について、「取り組んでいる」と回答した企業の業種をみると、 

   製造業では、「輸送用機械器具」（２０.４％）、「化学工業」（１８.０％）、「一般機械 

   器具」（１５.４％）で回答割合が高く、非製造業では「情報サービス業」（３４.０％）、 

   「飲食店」（２１.３％）、「サービス業」（１７.５％）で回答割合が高かった。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

DX への取組状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

DX への取組状況/業種詳細（単一回答） 

 

【
製
造
業
】 

 

【
非
製
造
業
】 
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（令和３年 4～6 月期） 

   ○ DX への取組状況について、企業を規模別でみると、製造業、非製造業ともに規模 

   が大きくなるほど、「取り組んでいる」の回答割合が高かった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）DX により期待する効果（回答数：５９５社・複数回答） 

 ※ （１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した 

  ６２１社のうち５９５社の回答割合 

 

   ○ 全体では「業務の効率化による生産性向上」（７１.９％）が最も多く、次いで「既 

   存製品・サービスの高付加価値化」（２９.４％）、「現在のビジネスモデルの根本的 

   な変革」（２３.４％）の順となった。 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX への取組状況/規模別（単一回答） 

DX により期待する効果/全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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（令和３年４～６月期） 

【参考】規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX により期待する効果 
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（令和３年 4～6 月期） 

（３）DX（デジタル化含む）に取り組んでいる項目と成果について（回答数：１８０社・複数回答） 

 ※ （１）で「取り組んでいる」回答した１８４社のうち１８０社の回答割合 

 

  ○ 全体では「ホームページ・ＳＮＳなど情報発信」（７５.６％）が最も多く、次い 

で「テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化」（５９.４％）、「キャッシュレ 

ス決済による支払サービス向上」（４４.４％）の順となった。 

 

○  「ホームページ・ＳＮＳなど情報発信」、「テレワーク、クラウドサービスなど業

務効率化」及び「キャッシュレス決済による支払サービス向上※」は、前回調査で

も回答割合の多い上位３項目であった。 
※前回調査では、「キャッシュレス、予約システムなどサービス向上」 

 

  ○ 業種別に見ると、非製造業は「ホームページ・ＳＮＳなど情報発信」や「テレ 

ワーク、クラウドサービスなど業務効率化」、「キャッシュレス決済による支払サ 

ービス向上」などの項目で製造業の回答割合を上回った。 

 

   ○ 製造業は「ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど生産性向上」や「ｅコマース・オンライン 

商談など販路拡大」で非製造業の回答割合を上回った。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   

DX に取り組んでいる項目 /全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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（令和３年４～６月期） 

 【参考】成果の有無   

    

 

 

    

 

 

 

ホームページ・ＳＮＳなど情報
発信 

テレワーク、クラウドサービス
など業務効率化 

キャッシュレスによる支払 
サービス向上 

ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど 
生産性向上 
など販路拡大 

マーケティングによる新規 
製品・サービスの創出 
 

ｅコマース・オンライン 
商談など販路拡大 
 

予約システムによる利便性 
向上 
など販路拡大 
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（令和３年 4～6 月期） 

（４）DX（デジタル化含む）に取り組む上での課題（回答数：１，４００社・複数回答） 

  ○ DX に取り組む上での課題について聞いたところ、全体では「何をどう進めてい 

いか分からない」（３７.６％）が最も多く、次いで「DX を担う人材がいない」（３ 

５.６％）、「資金の余裕がない」（３０.６％）の順となった。 

 

  ○ 製造業、非製造業とも同様の傾向であった。 

 

  ○ 回答割合の順は、前回調査と変わらなかった。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX に取り組む上での課題/全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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（令和３年４～６月期） 

【規模別】 

 

 

 

DX に取り組む上での課題 
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（令和３年 4～6 月期） 

【DX への取組状況と DX に取り組む上での課題との関係】（回答数：１，３７６社・複数 

回答） 

※ （１）に回答した１，４８２社のうち、（４）にも回答した１，３７６社の回答割合 

 

  ○ 企業の DX への取組状況ごとに、DX に取り組む上での課題を確認したところ、「取 

り組んでいる」と回答した企業は、「なかなか成果・収益が上がらない」（３６.２％） 

と回答している割合が最も高く、次いで「DX を担う人材がいない」（３１.９％）、「資 

金の余裕がない」（２３.９％）の順に多かった。 

 

  ○ 「関心はあるが取組には至っていない」と回答した企業は、「DX を担う人材がいな 

い」（５４.６％）、「資金の余裕がない」（４０.０％）、「何をどう進めていいか分からな 

い」（３６.８％）の順に多かった。 

 

  ○ 「関心がない」と回答した企業と「分からない」と回答した企業では、ともに「何 

をどう進めていいか分からない」の回答割合が最も高かった。 

 

 

 
DX への取組状況ごとの DX に取り組む上での課題/全体(複数回答) 
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（令和３年４～６月期） 

（５）DX（デジタル化含む）に取り組む上で期待する支援（回答数：１，３１４社・複数回答） 

 

  ○ DX（デジタル化含む）に取り組む上で期待する支援について聞いたところ、全体 

   では「資金繰り・助成」（２９.３％）が最も多く、次いで「先進事例の紹介」 

   （２３.３％）、「相談窓口の充実」（２０.７％）の順となった。 

 

  ○ 業種別では、製造業と非製造業で各項目の回答割合の大きな差は見られなかった 

ものの、「特になし」の回答割合では非製造業が製造業を５.４ポイント上回った。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX に取り組む上で期待する支援/全体・製造業・非製造業(複数回答) 
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（令和３年 4～6 月期） 

【DX への取組状況と DX に取り組む上で期待する支援との関係】（回答数：１，２９７社・ 

複数回答） 

※ （１）に回答した１，４８２社のうち、（５）にも回答した１，２９７社の回答割合 

 

○ 企業の DX への取組状況ごとに、DX に取り組む上で期待する支援を確認したとこ 

ろ、「取り組んでいる」と回答した企業は、「資金繰り・助成」（３８.７％）、「人材の 

育成・供給」（２９.４％）、「先進事例の紹介」（２５.２％）の順に多かった。 

 

○ 「関心はあるが取組には至っていない」と回答した企業は、「資金繰り・助成」 

（４１.５％）、「先進事例の紹介」（３５.１％）、「相談窓口の充実」（３０.６％）の順 

に多かった。 

 

  ○ 「関心がない」と回答した企業と「分からない」と回答した企業では、ともに「資 

金繰り・助成」の回答割合が最も高かったが、「特になし」の回答割合も高かった。 

 

 

 

 

DX への取組状況ごとの DX に取り組む上で期待する支援/全体(複数回答) 
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（令和３年４～６月期） 

【特別調査 結果一覧】 

  1.  雇用者数の過不足感について                     

（１）現在の雇用者数の過不足感 

1 過剰 10.0% ２ 適正 66.7% ３ 不足 23.3% 

（２）正規社員・非正規社員の過不足感 

（ア）正規社員 1 過剰 8.9% 2 適正 70.0% 3 不足 21.2% 

（イ）非正規社員 1 過剰 7.7% 2 適正 76.1% 3 不足 16.2% 

（3）今後の雇用者数の見込み 

1 増加見込み 14.7% 2 ほぼ増減なし 75.7% 3 減少見込み   9.6% 

（４）今後の従業員給与の見込み 

1 増加見込み 15.6% 2 ほぼ増減なし 74.1% 3 減少見込み  10.3% 

 
２. 新型コロナウイルス感染症の影響について   

（１）感染症の経営への影響  

1 マイナスの影響が続いている 56.6%         

3 影響はあったが、既にコロナ前に水準に回復 11.1%  

5 分からない 7.1%               

（２）影響の内容(複数回答) 

 ※（１）でマイナスの影響が続いている又は今後マイナスの影響が出る見込みと回答した企業 

１ 受注・売上げの減少 92.2%           

３ イベント、商談会の中止・延期 22.8% 

５ 日本人客の減少 6.6%           

７ 外国人客の減少 3.4%       

９ その他 1.7% 

（３）今期(４～６月期)売上げの減少見込み（前年同期比） 

 ※（１）でマイナスの影響が続いている又は今後マイナスの影響が出る見込みと回答した企業 

１ ９０％以上減 2.9%                  

３ ７０～７９％減 5.6 %               

５ ５０～５９％減  8.7%              

７ ３０～３９％減  9.3%              

９ １０～１９％減 14.9 %             

11 ５％未満減 4.9%             

（4）来期（７～９月期）資金繰りへの影響 

  ※（１）でマイナスの影響が続いている又は今後マイナスの影響が出る見込みと回答した企業 

１ 影響がある 54.0％ ２ 影響はない 22.5％ ３ 分からない 23.5% 

 ２ ８０～８９％減 6.4 % 

 ４ ６０～６９％減 4.0 % 

 ６ ４０～４９％減  5.5% 

 ８ ２０～２９％減 12.5 % 

10  ５～  ９％減 9.3 % 

12 変わらない（前年同期と同じ) 15.9% 

２ 営業自粛（時間短縮含む） 25.1% 

４ 商品、部品等の仕入れ困難 12.6%  

６ 入金等の遅延 3.5% 

８ 海外拠点等の停止・縮小 0.7% 

２ 今後マイナスの影響が出る見込み 12.1% 

４ マイナスの影響は出ていない 13.2%  
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（５）影響への対応（実施又は実施予定）(複数回答) 

 ※（１）でマイナスの影響が続いている又は今後マイナスの影響が出る見込みと回答した企業 

１ 運転資金などの借入れ 42.3% 

２ 持続化給付金の活用【国】 28.7%  

３ 雇用調整助成金の活用【国】 27.2% 

４ 埼玉県中小企業・個人事業主支援金（追加含む）の活用 13.0% 

５ 家賃支援給付金の活用【国】 9.0％   

６ 一時支援金の活用【国】 10.5% 

７ 埼玉県中小企業・個人事業主等家賃支援金の活用 5.8％ 

８ 埼玉県感染防止対策協力金の活用 4.9% 

９ 営業（稼働）日数の削減 9.7%  

10 雇用調整（シフト削減など） 14.3% 

11 感染防止対策への投資 5.7% 

12 販売価格などの引下げ 4.7% 

13 取引先などの変更 4.9% 

14 その他 4.2%  

15 特になし  20.1% 

（６）県に期待する支援(複数回答) 

 ※（１）でマイナスの影響が続いている又は今後マイナスの影響が出る見込みと回答した企業 

１ 休業、営業時間短縮等への支援 26.3 %       

３ 感染予防対策への支援 19.3%         

５ 販路拡大、新商品開発支援 12.2%         

７ 業態転換、新事業立上げへの支援 8.4%         

９ キャッシュレス決済の導入支援 3.0%       

11 特になし 21.7% 

      

3.  DX への取組状況について                     

（１）DX への取組状況 

1 取り組んでいる 12.4%               

３ 関心がない 25.1%                 

（２）DX により期待する効果 

  （１）で取り組んでいる又は関心はあるが取組に至っていないと回答した企業 

１ 業務の効率化による生産性向上 71.9%      

３ 新規製品・ サービスの創出 22.4%        

５ 企業文化や組織マインドの根本的な変革 17.3％     

（3）DX（デジタル化含む）に取り組んでいる項目(複数回答)と成果の有無 

  （１）で取り組んでいると回答した企業 

               【 取り組んでいる項目】               

１ ＨＰ・ＳＮＳなど情報発信 75.6%                   

２ テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化 59.4％     

３ キャッシュレス決済による支払サービス向上 44.4% 

４ 予約システムによる利便性向上 33.9% 

５ ｅコマース・オンライン商談など販路拡大 37.2%            

６ ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど生産性向上 41.1％              

７ マーケティングによる新規製品・サービスの創出 41.1%         

８ その他 25.0% 

 ２ 制度融資の拡充  35.4%      

 ４ 雇用調整に関する支援 23.4%         

 ６ テレワーク・在宅勤務への支援  5.1%       

 ８ AI・IoT・RPA の導入支援 2.8% 

10 その他 4.0%         

 

    【成 果】 

有（84.4％）/ 無（15.6％） 

有（65.3％）/ 無（34.7％） 

有（45.9％）/ 無（54.1％） 

有（26.3％）/ 無（73.7％） 

有（32.8％）/ 無（67.2％） 

有（46.5％）/ 無（53.5％） 

有（49.3％）/ 無（50.7％） 

有（20.5％）/ 無（79.5％） 

２ 既存製品・サービスの高付加価値化 29.4％ 

４ 現在のビジネスモデルの根本的な変革 23.4% 

６ その他 1.3% 

 

２ 関心はあるが取組に至っていない 29.5% 

４ 分からない 33.0% 
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（４）DX（デジタル化含む）に取り組む上での課題(複数回答) 

１ 何をどう進めていいか分からない 37.6%         

３ ＤＸを担う人材がいない 35.6%               

５ 資金の余裕がない 30.6% 

７ その他 2.6% 

（５）DX（デジタル化含む）に取り組む上で期待する支援(複数回答) 

１ 相談窓口の充実 20.7% 

３ 先進事例の紹介 23.3% 

５ 人材の育成・供給 18.0% 

７ 資金繰り・助成 29.3% 

９ 特になし 35.8% 

 

   

２ 相談できる窓口がない 9.9% 

４ 他社や研究機関など適切な連携先が見つからない 5.0% 

６ なかなか成果・収益が上がらない 14.8% 

８ その他 24.1% 

 

２ セミナーの開催 18.5% 

４ 専門家の派遣 9.7% 

６ 関心のある企業や支援機関との連携の場の提供 7.8% 

８ その他 1.1% 


